
教育委員会定例会日程 

平成２８年１月２１日 

 

１ 開 会 

２ 前回議事録の承認 

３ 議事録署名委員の決定  
４ 議事 

 日程第１  

  議案第１号  

   平成２８年度 学校教育の基本方針及び教育指導の重点について  

（教育指導課） 

  報告第１号  

   事務の臨時代理の報告（工事請負契約の締結）について   （生涯学習課） 

 

 
５ 報告事項  

（１）市議会１２月定例会の概要について      （資料１ 教育部・文化部） 

（２）平成２７年度 全国体力・運動能力・運動習慣等調査の本市の結果について  

（資料２ 教育指導課） 

（３）芸術文化普及啓発事業（アウトリーチ）の実施結果について  

（資料３ 文化政策課）  

 

６ 協議事項  

（１）歴史的風致形成建造物の指定について （資料４ 文化政策課・都市計画課） 

（２）今後の公立幼稚園のあり方に関する基本方針（案）について  

（資料５ 教育指導課）  

（３）平成２８年３月補正予算について【非公開】    （資料６ 教育総務課） 

（４）平成２８年度予算について【非公開】  

（資料７ 教育部・文化部・子ども青少年部） 

７ その他  

８ 閉 会 



議案第１号 

平成２８年度 学校教育の基本方針及び教育指導の重点について 

 平成２８年度 学校教育の基本方針及び教育指導の重点について、議決を求める。 

  平成２８年１月２１日提出 

小田原市教育委員会 

教育長 栢沼 行雄 





報告第１号 

事務の臨時代理の報告（工事請負契約の締結）について 

改正前の小田原市教育委員会教育長に対する事務委任等に関する規則（平成１０

年小田原市教育委員会規則第４号）第４条第１項の規定により、別紙のとおり臨時

代理したので、同条第２項の規定により、これを報告する。

  平成２８年１月２１日提出 

小田原市教育委員会 

教育長 栢沼 行雄 



１ 

   工事請負契約の締結について 

 平成２７年１０月８日に制限付一般競争入札に付した小田原市生涯学習センター本館耐震改修工

事について、次のとおり請負契約を締結するため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は

処分に関する条例（昭和３９年小田原市条例第５号）第２条の規定により、議会の議決を求める。 

１ 契 約 金 額 ４６０，０８０，０００円

２ 契約の相手方  エス・ケイ・ディ・山一産業特定建設工事共同企業体 

代表者  神奈川県平塚市四之宮一丁目８番５６号 

                   株式会社エス・ケイ・ディ 

                            代表取締役  長 谷 川 辰 巳 

３ 工    期  契約に定める日から４５０日間 



２

工 事 概 要

工 事 名 小田原市生涯学習センター本館耐震改修工事 

工 事 箇 所 小田原市荻窪３００番地 

施 設 概 要 

構    造：鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造） 

階    層：地上４階 

延床面積：６，４７７．６０２㎡ 

工 事 概 要 

 外付けフレーム・鉄骨ブレース等の新設 

 柱鋼板巻補強 

 耐震壁（鉄筋コンクリート）の新設及び増打ち補強 

 構造スリット施工（事務室等） 

 吊り天井の耐震化（ホール等） 

 屋上防水改修 

 庁舎連絡ブリッジ等の補強等 

配置図 

耐震改修工事箇所 

凡   例 
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平 成 ２ ７ 年 １ ２ 月 定 例 会 日 程 

                                

第  １日目 １１月２６日 木 ・補正予算並びにその他議案一括上程――提案説明  

第  ２日目 １１月２７日 金 
（休 会）  （議案関連質疑通告締切   正午） 

（一般質問通告締切       午後３時） 

第  ３日目 １１月２８日 （土） （休 会）    

第  ４日目 １１月２９日 （日） （休 会） 

第  ５日目 １１月３０日 月 （休 会）    

第  ６日目 １２月 １日 火 ・質疑、各常任委員会付託、請願・陳情付託 

第  ７日目 １２月 ２日 水 （休 会） 総務常任委員会 

第  ８日目 １２月 ３日 木 （休 会） 厚生文教常任委員会 

第 ９日目 １２月 ４日 金 （休 会） 建設経済常任委員会 

第１０日目 １２月 ５日 （土） （休 会） 

第１１日目 １２月 ６日 （日） （休 会） 

第１２日目 １２月 ７日 月 （休 会） 

第１３日目 １２月 ８日 火 （休 会） 

第１４日目 １２月 ９日 水 （休 会）（委員長報告書検討日） 

第１５日目 １２月１０日 木 

・各常任委員長審査結果報告・質疑・討論・採決 

・請願・陳情審査結果報告・質疑・討論・採決 

・一般質問 

第１６日目 １２月１１日 金 ・一般質問 

第１７日目 １２月１２日 （土） （休 会） 

第１８日目 １２月１３日 （日） （休 会） 

第１９日目 １２月１４日 月 ・一般質問 

第２０日目 １２月１５日 火 ・一般質問 

第２１日目 １２月１６日 水 ・一般質問 

＊告示 １１月１９日（木） 
＊議会運営委員会開催予定 １１月２０日（金）午前１０時 
 

資料 １ 
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厚 生 文 教 常 任 委 員 会（教育部・文化部） 

 

平成２７年１２月 ３ 日実施 

１ 議 題 

（１）議案第１０３号 平成２７年度小田原市一般会計補正予算（所管事項） 

（２）議案第１１７号 工事請負契約の締結について（小田原市生涯学習センター本館耐震改修工事） 

（３）議案第１１８号 土地の取得について（史跡小田原城跡小峯御鐘ノ台大堀切西堀用地） 

（４）陳情第 ２２号 神奈川県に私学助成の拡充を求める意見書の提出を求める陳情 

（５）陳情第 ２３号 国に私学助成の拡充を求める意見書の提出を求める陳情 

２ 所管事務調査 

 （１）報告事項 

   ウ 第１７回城下町おだわらツーデーマーチ開催結果について 
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神奈川県に私学助成の拡充を求める意見書の提出を求める陳情 

 

 【陳情趣旨】 

 神奈川県の私学は、各校が建学の精神に基づき、豊かな教育を作り、神奈川の教育を支える担い 

手としての役割を果たし続けてきました。 

 しかし神奈川県の私立学校への生徒一人あたり経常費補助は、全国でも数少ない国基準（国庫補 

助金と地方交付税交付金の合計額）以下であり、私立高校では国基準317,002円に対して293,938 

円、中学校は同305,856円に対して209,930円、小学校は同304,243円に対して209,097円、幼稚園で

は伺173,700円に対して140,441円と、すべての校種で、全国最下位水準の助成額です。このため神奈

川県の私立高等学校の入学金を除く平均学費は、約68万と関東でも最も高く、全国的にも極めて高い学

費のままです。 

 また、将来の大地震への対応が、私学各校にとって大きな課題があり、大きな財政負担となって 

います。しかし施設設備助成が神奈川県にはなく、すべて保護者の負担となっており、これも高額 

費の要因のひとつとなっています。 

 家庭への学費助成は、年収250万円未満世帯については国の就学支援金と神奈川県私立高等学校 

等生徒学費補助金を合わせて、県内私立高等学校の平均授業料相当額まで補助されています。しか 

し生活保護世帯でも年間約26万円の自己負担が必要です。就学支援金、神奈川県私立高等学校等生徒学

費補助金があっても、私学を希望する生徒・保護者にとって重い学費負担があり、学費負担が可能な家

庭でも、不測の事態が起こって家計が急変すれば、たちまち授業料の納入に支障をきたす状況です。 

 大阪府では年収610万円未満世帯の保護者負担ゼロ、800万円末満世帯の保護者負担は年間10万円で

す。京都府では年収250万円未満世帯の保護者負担ゼロ、年収500万円末満世帯の保護者負担は年間6

万円と保護者負担が大きく軽減されています。さらに今年度から、埼玉県では学費補助の対象に施設整

備費を含めることとなり、年収250万円未満世帯では、授業料と施設費を合わせた学費の無償化が実現

しました。東京都でも補助対象が施設費を含めた学費に拡大されました。 

 神奈川県では私立高校の高学費が原因で私立高等学校を選択できず、公立中学校卒業生の全日制 

高校進学率は前年より改善しているとはいえ、 90.2パーセントと全国最下位水準が続いています。 

私たちは教育の無償化をすすめることで、すべての子どもたちの学ぶ権利を保障することが重要で 

あると考えます。そして神奈川県においては、私学助成の抜本的な改善によって、私学経営の安定 

を図り、保護者の学費負担を軽減することが県政の急務と考えます。 

 私たちは、貴議会に対して、憲法、教育基本法、子どもの権利条約の理念にもとづいて、私学助 

成の一層の充実を図るように、以下の項目について陳情いたします。 

 

【陳情項目】 

神奈川県知事に対し、地方自治法第99条に基づき「平成28年度予算において私学助成の拡充を求 

める」意見書を提出してください。 

 

 

平成27年11月6日 

 小田原市議会議長 

 武松  忠様 

 

提出者 

 横浜市中区桜木町3-9 

 横浜平和と労働開館4階 

 神奈川私学助成をすすめる会 

 代表 長谷川 正利 ㊞ 
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国に私学助成の拡充を求める意見書の提出を求める陳情 

 

 【陳情趣旨】 

 高校生の3割を超える生徒が私立高校に通い、幼児教育、大学教育においてはその8割を私学教 

育が担っており、私学は公教育の場として大きな役割を果たしています。しかし、その教育条件等 

の整備の多くは保護者の学納金負担に任させています。 

 2010年度から実施され2014年度に加算支給額と対象世帯を拡大した就学支援金制度と2014年度から

実施された「奨学のための給付金」により学費の公私間格差は一定程度是正されました。 

 しかし、私立高校の学費は就学支援金分を差し引いても全国平均で年額初年度納付金59万円、入学金

を除いて43万円と高額な負担が残ります。また、各都道府県の授業料減免制度の差により居住する場所

によって学費負担に大きな格差が出る学費の自治体間格差も存在しています。この格差を無くしていく

には国の就学支援金制度の拡充が強く求められます。 

 未来を担う子どもたちのために教育予算を増額し、私学に通う生徒・保護者の学費負担を軽くし、 

私学教育本来の良さを一層発揮させる教育条件の維持・向上をはかるために、私立高校生への就学 

支援金制度と私学への経常費助成補助の大幅拡充は当然の方向であり強く求められるところです。 

 私たちは、貴議会に対して、憲法、教育基本法、子どもの権利条約の理念にもとづいて、私学助 

成の一層の充実を図るように、以下の項目について陳情いたします。 

 

 【陳情項目】 

国（内閣総理大臣・財務大臣・文部科学大臣・総務大臣）に対し、地方自治法第99条に基づき「公 

私の学費格差をさらに改善し、すべての子どもたちに学ぶ権利を保障するため、私学助成の一層 

の増額を要望する」意見書を提出してください。 

 

平成27年11月6日 

 小田原市議会議長 

 武松  忠 様 

 

提出者 

 横浜市中区桜木町3−9 

 横浜平和と労働会館4階 

 神奈川私学助成をすすめる会 

 代表 長谷川 正利 ㊞ 
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平成２７年度小田原市議会１２月定例会（教育部・文化部） 

 質問順 １   ７ 番  鈴木敦子  

１ 小田原のごみ処理について 

（２）学校における腐葉土づくり再開について 

 質問順 ３   ６ 番  神戸秀典  

１ 小田原市歴史的風致維持向上計画について 

（５）小田原囃子の維持、発展について 

 質問順 ５  １５番  大川 裕  

３ 城山陸上競技場の改修について 

（２）今後の工程と改修資金の担保について 

 質問順 ９  ２３番  安藤孝雄  

２ 子どもの貧困対策について 

（１）就学支援の充実について 

  ア 就学援助の現状について 

  イ 種額援助制度の周知について 

  ウ 就学援助の申請について 

（２）学校と地域や福祉関連機関との連携について 

３ インクルーシブ教育の推進について 

（１）本市が目指そうとする「インクルーシブ教育」について 

（２）学校における「合理的な配慮」の充実について 

（３）多様な学びの場の整備と教職員の確保について 

 質問順１６   ８ 番  安野裕子  

２ 地域福祉の担い手の育成について 

（１）認知症サポーター養成講座の取組状況等 

 質問順１８  １４番  大村 学  

２ 国指定史跡の保護と活用について 

（１）江戸城石垣石丁場跡の国史跡への指定について 

（２）石垣山一夜城の（想定）復元について 

（３）小田原城跡への市長の思いについて 
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議 
 
員 

項 
 
目 

答 
 
弁 

質 問 要 旨 答 弁 概 要 

鈴

木

敦

子 

小

田

原

市

の

ご

み

処

理

に

つ

い

て 

教

育

長 

市内小中学校におけ

る腐葉土づくりの現

状と再開について 

当時腐葉土づくりをしていた小学校６校の腐葉土について、検査を行ったとこ

ろ暫定許容値を超す学校が２校あったため、教育委員会としては子どもたちの

安全を第一に考え、腐葉土の生産・施用を当面の間控えるよう各学校に通知し

た。その後、平成２５年９月に農林水産省から腐葉土づくりについて一定の基

準を満たし、安全性を確保できる場合に限り、再開ができるという方向性が示

された。しかしながら、自粛の全面解除には至っておらず、現在でも学校には

引き続き自粛をお願いしており、落ち葉は燃せるごみとして廃棄しているのが

現状である。 

学校における腐葉土づくりは、ごみの減量や環境教育を進めるためにも効果が

あることから、再開にむけては、子どもたちの安全を最優先に考えた上で、国

の基準に準じて市としての基準を設けるなど、学校ともよく協議の上、慎重に

進めてまいりたい。 

 

大

川 
 
裕 

城

山

競

技

場

の

改

修

に

つ

い

て  

教

育

長 

小学校でのタグラグビ

ーの学習の現状につい

て 
 

タグラグビーは、運動量が豊富であることや、ゲーム性が高く児童が意欲的に

取り組めることなどから、現在、市内の多くの小学校が、中学年のゲームの領

域や、高学年のボール運動の領域の学習の一つとして取り入れている。限られ

た時間数で、様々な種目をバランスよく学習しなければならないため、タグラ

グビーだけの授業時間数を大幅に増やすことは難しいが、多くの児童がタグラ

グビーの楽しさを感じられるよう、授業の工夫に一層努めてまいりたい。 
 

安

藤

 

孝

雄 

子

ど

も

の

貧

困

対

策

に

つ

い

て 

教

育

長 

平成１６年度と平成２

５年度を比較した認定

率の推移と、就学援助

の対象について 
 
 
 
 

就学援助の要保護及び準要保護を合わせた認定率については、小学校では、平

成１６年度は６．８３％、平成２５年度は１６．０６％であり、１０年間で２．

３５倍となっている。一方、中学校では、平成１６年度は７．４７％、平成２

５年度は１７．１０％であり、１０年間で２．２９倍となっている。また、就

学援助の対象は、小田原市立の小・中学校に就学する児童・生徒の保護者であ

る。 

 

就学援助制度の周

知について  
 

 

就学援助制度の周知については、本市ホームページや、広報３月１５日号に掲

載するなど、年間を通して広く市民に周知をしている。また、教育委員会から

前年度対象者に対して案内と申請書を郵送しているほか、学校では、１月以降

に各学校で開催される新入学説明会で案内を配布したり、給食費の滞納などか

ら、経済的に困窮していると思われる保護者に対しては、個別に制度を案内し、

申請を促している。さらに、関係部署と連携し、ひとり親や、生活保護が廃止

となった保護者に対して、制度の案内を行うなど、世帯状況等の大きな変化の

際にも周知を行っている。 

 

※ 一般質問（教育部） 
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議
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項

目 

答

弁 
質 問 要 旨 答 弁 概 要 

安

藤 

孝

雄 

子
ど
も
の
貧
困
対
策
に
つ
い
て 

教

育

長 

 

就学援助の申請に必

要な書類について 
就学援助の申請手続きには、申請書の提出が必要となる。所得判定による審査に

該当する申請者が申請の大半を占めるが、そのうち、１月１日時点で本市に住民

登録がある世帯については、申請書のみの提出で申請が可能であり、１月２日以

降の転入者については、申請書のほかに１月１日時点で住民登録のある自治体が

交付する所得証明書の添付が必要となる。なお、小学生と中学生をともに養育し

ている保護者については、申請書１枚に児童・生徒名を記載し、在籍する小学校

に提出するなど、申請に対する保護者の負担軽減に努めている。 

 

不登校などの問題の要

因として、生活支援が

必要なケースに対し

て、学校現場ではどの

ように対応しているの

か 
 

家庭での貧困等が要因で不登校等となったケースについては、学校だけの対応で

は解決が難しいため、子どもたちが置かれた環境への働きかけをするスクールソ

ーシャルワーカーや庁内の関係各課、児童相談所等の機関と連携をしながら、支

援にあたっている。 

イ

ン

ク

ル

ー

シ

ブ

教

育

の

推

進

に

つ

い

て 

教

育

長 

 

「インクルーシブ教

育」について、学校が

理解を深めるためにど

のように取り組んでい

るのか 
 

インクルーシブ教育は、支援教育の理念のもと、共生社会の実現に向け、できる

だけすべての子どもが、同じ場で共に学び共に育つことをめざすものである。 

教育委員会では、校内で支援教育を中心に進める教職員を対象とした研修会を開

催したり、指導主事が学校を訪問し、支援教育のあり方について助言したりして、

「インクルーシブ教育」についての教職員の理解が深まるよう取り組んでいる。

今後は、それらの研修や学校訪問の内容を工夫しながら、教職員理解を一層深め

るとともに、実践的な指導力の向上に努めてまいりたい。 

 

就学に関する相談を、

それぞれの段階でどの

ように取り組んでいる

のか 
 

小学校就学前においては、教育委員会が、保護者の思いや幼児の様子等をふまえ、

必要な支援や環境、就学先について保護者との相談を行っている。小学校入学以

降の相談では、各学校が、学校生活における児童生徒の様子をふまえ、保護者や

本人の意見を尊重しながら、進めている。いずれの場合も、保護者等との合意形

成を図ることを大切にし、児童生徒一人一人に必要な支援や環境を、学校が可能

な限り整えるよう取り組んでいる。 

 

学校における「合理的

な配慮」について、教

育委員会としてどのよ

うに取り組んでいのか 
 

各学校では、これまでも支援の必要な児童生徒に対して様々な配慮を行ってきて

いるが、「合理的な配慮」は教育内容と方法、支援体制、施設と設備の３つの観

点について、一人一人の障がいの状態や教育的ニーズなどに応じて、本人や保護

者と可能な限り合意形成を図ったうえで、その内容を決定している。 

教育委員会では「合理的な配慮」への理解が深まるよう、校内で支援教育を中心

に進める教職員を対象とした研修会を今年度から開催している。今後も、学校に

おける「合理的な配慮」について、研修会や学校訪問をとおして、その理解に向

け努めてまいりたい。 

 



        8

議

員 
項

目 

答

弁 
質 問 要 旨 答 弁 概 要 

安

藤 

孝

雄 

イ
ン
ク
ル
ー
シ
ブ
教
育
の
推
進
に
つ
い
て 

教

育

長 

 

多様な学びの場におけ

る指導、支援を充実さ

せるために必要なこと

は何か 

児童生徒の多様な教育的ニーズに対応するためには、多様な学びの場と、そこで

指導や支援にあたる人材が必要である。 

現在、市内小中学生の学びの場として、通常の学級、特別支援学級のほか、校内

支援室、通級指導教室、相談指導学級等があり、児童生徒の状況に応じて、適切

な学びの場を提供できるようにしている。 

それぞれの学びの場では、教員のほか、個別支援員や校内支援室指導員、臨床心

理士等が、児童生徒の指導や支援を行っているが、今後さらに充実させていくた

めには、一層の校内支援体制の整備や、教職員等の資質向上、適正な人員の配置

が重要と考える。 

 

安

野 

 

裕

子 

地
域
福
祉
の
担
い
手
の
育
成
に
つ
い
て 

教

育

長 

学校現場においても

認知症への理解を深

めるための取組が必

要と考えるが見解に

ついて 

現在、学校では、誰もが大切にされ、安心して暮らせる社会をつくるため、学校

教育活動全体をとおして児童・生徒への人権教育を推進しており、高齢者に関す

る課題についてもその中で学んでいる。学校によっては、総合的な学習の時間等

の中で、高齢者が日常的に感じている困難を疑似体験するインスタントシニア体

験や認知症サポーターによる講話を実施して、高齢者への思いやりの心を育んだ

り、どのように接したらよいか考えたりする機会を設けている。今後も、認知症

の方を含め高齢者への児童・生徒の理解を深められるよう取り組んでまいりた

い。 

 

 



＊一般質問（文化部）
議員 項目 答弁 質問要旨 答弁概要

市
長

民俗芸能保存活動
団体への支援事業
は、どのように進
捗しているか。

歴史的風致維持向上計画の中で民俗芸能団体の普及啓発や保存の取組み
を支援することとしており、小田原民俗芸能保存協会に対し普及啓事業
や毎年秋に開催する後継者育成発表会への助成と支援を行っている。
また、市内外のイベントにおける民俗芸能の披露や民俗芸能講座などを
通じた後継者の発掘等についての協力も、各団体と相談しながら行って
おり、計画どおり進捗できているものと考えている。

時
田
副
市
長

「小田原囃子」な
どの貴重な歴史資
源の維持向上に対
し、市はどのよう
に考えるか。

かまぼこ通りにおける歴史的環境の維持向上を進めるうえで、景観にお
けるハード整備とともに、ソフト事業として歴史と伝統を反映した人々
の営みにあたる「小田原囃子」や「小田原担ぎ」も大きな歴史資源であ
ると考えている。小田原囃子については民俗芸能保存協会を通じて支援
を行っている。

時
田
副
市
長

小田原囃子で使う
山車などの用具類
について、市も状
況や価値の把握等
に目を向けていく
べきでないか。

山車や用具類について文化財としての評価を行うには、市域全体の調査
や歴史的背景の検証など多くの作業を根気よく行っていく必要がある。
市としては、今後も地域に根ざした行事がくらしの中で守り伝えられて
いくことを願いつつ、調査を行うことについても視野に入れてまいりた
い。

市
長

小田原城跡の保護
と活用について市
長の想いはいかが
か。

史跡小田原城跡は、中世・近世を通じての遺構が残る重要な史跡であり
小田原にとって大事な歴史的資産であり、御用米曲輪の整備を行うな
ど、史跡本来の歴史的な価値を高めるため保護と整備に力を入れてい
る。
また、天守閣は現在耐震改修工事中であるが、平成２８年５月のリ
ニューアルオープンに当たり装いも新たに展示を全面的に見直しするほ
か常盤木門の活用にも一層力を入れていきたい。
小田原城跡は、小田原の観光の核として策定中の（仮称）小田原市観光
戦略ビジョンにおいても小田原城の魅力の向上について位置づけるとと
もに、史跡の保護を図りながら積極的な活用を図ってまいりたい。

市
長

石垣山一夜城の天
守など建物を復元
すべきと考える
が、復元が実現で
きない、あるいは
実現が難しい理由
は何か。

史跡石垣山は、豊臣秀吉が動員した石垣施工の技術者集団である穴太衆
(あのうしゅう)が積んだといわれる野面積(のづらづみ)の石垣が４００
年余の時を経て見事に残っており学術的にも高く評価されている。石垣
の保存・保護と、市民や来訪者の皆さんに石垣をいかに見せていくかと
いうことを念頭にこれまで整備を行ってきており、現在は石垣の保全対
策を実施している。
天守等の復元は、国指定史跡における中近世の建物等の復元ということ
になるので資料に基づく忠実なものであることが求められるが、石垣山
一夜城については残念ながら資料がほとんど残っていないため困難であ
ると考えている。

国
指
定
史
跡
の
保
護
と
活
用
に
つ
い
て

政
和
　
大
村
議
員

誠
風
　
神
戸
議
員

小
田
原
市
歴
史
的
風
致
維
持
向
上
計
画
に
つ
い
て
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